










































































































































17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
個人市民税納税義務者数 223,136 234,033 238,117 242,239 244,154
個人市民税の平均納税額 137,212 141,150 156,837 158,686 155,296
22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
個人市民税納税義務者数 238,800 245,672 243,609 242,052 243,300






















































































































































































































1,705,378 1,736,275 1,701,541 1,691,615 1,661,986
（1,504,350） （1,526,523） （1,520,647） （1,534,479） （1,531,490）
適用された公的年金等




































































120万円以下 0 0 0
120万円－160万円 0 0 19,934 
160万円－200万円 2,134 2,134 44,133
200万円－250万円 29,600 29,600 71,599
250万円－300万円 56,894 56,894 98,894
300万円－500万円 100,989 105,397 147,397










80万円以下 0 0 12,415
80万円－100万円 0 0 21,280
100万円－120万円 0 0 33,586
120万円－140万円 2,435 2,934 44,934
140万円－160万円 12,175 15,158 57,159
160万円－200万円 24,383 31,470 73,471
200万円－250万円 46,095 60,670 102,671
250万円－300万円 67,338 88,743 130,744
300万円－500万円 113,802 149,774 191,774
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資料
所得区分 控除 主な改正点
1957
（昭和32）年
雑所得⇒給与所得
（みなし給与）
給与所得
控除の適用
1973
（昭和48）年
４月
老年者年金
特別控除の
設置
（60万円：
65歳以上）
標準報酬の再評価制・物価
スライド制の導入。保険料
率は将来見通しに基づく段
階保険料方式に変更。
1976
（昭和51）年
８月
老年者年金
特別控除の
引き上げ
（78万円）
1980
（昭和55）年
10月
賦課方式の導入決定。
1985
（昭和60）年
10月
年金の給付引き下げ（給付乗
率の引き下げ）。昭和61年４
月より，国庫負担割合は基礎
年金拠出金の1/3に。女性の
年金権の確立。
1987
（昭和62）年 給与所得⇒雑所得
公的年金等
控除の創設
老年者特別
控除の廃止
と老年者控
除の引き上
げ（50万）
1990
（平成2）年
公的年金等
控除の増額
1994
（平成6）年
基礎年金部分の支給開始年
齢の段階的引き上げが実施
される。
2005
（平成17）年
公的年金等
控除の上乗
せ措置の廃
止
老年者控除
の廃止
2012
（平成24）年 「社会保障・税一体大綱」
年金の所得区分と控除額の変更および制度改正点
（出所）厚生労働省ホームページ、篠原（2013）、 宮本（2010）に基づき筆者作成。
